
誓約事項

1

　①月１回以上、自立相談支援機関の面接等の支援を受ける

　②月２回以上、公共職業安定所又は地方公共団体が設ける公的な無料職業紹介の窓口で職業相談等を受ける

　③原則週1回以上、求人先へ応募を行う又は求人先の面接を受ける

※生活保護を申請し、当該申請に係る処分が行われるまでの間は、この限りではない。
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同意事項
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令和　　　年　　月　　日

宮崎市長　殿

　上記誓約事項及び同意事項について確認の上、誓約及び同意します。

申請者住所

申請者氏名

確認事項（以下に該当する場合はチェックを入れること）

□ 仕事以外の生活上の困りごとについて支援の希望がある。
□ 生活保護の相談の希望がある。
□ 申請日の属する月の時点で住宅確保給付金を受給している。
□ 世帯員全員に収入は無い。

再支給申請時確認書　（新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金（再支給）申請時確認書）

　受給中、下記の求職活動等要件を満たすこと

　申請者等のいずれもが暴力団員ではないこと、また、受給期間中においても暴力団員にならないこと

　自立支援金（初回）の受給中に、以下の同意事項１の各事項（常用就職に伴い得られた収入が収入基準額を超え
た場合、生活保護費又は職業訓練受講給付金を受給した場合を除く）に該当し、支給を中止されていないこと。ま
た、正当な理由無く求職活動等の状況報告を怠っていないこと。

　以下のいずれかに該当した場合、支給が中止されること

　所要の求職活動等を行わない場合

　申請内容に偽りがあった場合

　支給決定後、受給者等が禁固刑以上の刑に処された場合

　支給決定後、受給者等が生活保護費を受給した場合

　支給決定後、受給者等が職業訓練受講給付金を受給した場合

　支給要件の確認に必要な範囲で、申請者等の資産、収入、緊急小口資金等の特例貸付、職業訓練受講給付金、生
活保護の利用状況等につき、官公署、社会福祉協議会、自立相談支援機関又は銀行その他の機関、関係者（以下
「関係機関」という。）に照会すること。
　また、実施主体の照会に対し、関係機関が報告することについて、申請者等が同意している旨を関係機関に伝え
ること。

　支給に必要な範囲で、暴力団員該当性の確認につき、実施主体が官公署から情報を求めること。

　支給決定後、生活保護の案内を送付すること。

新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金の再支給を希望する方は、この確認書と併せ再支給申請書（様式
１－４）を提出する必要があります。

（様式１－５）

　申請者及び申請者と同一の世帯に属する者（以下「申請者等」という。）のいずれもが生活保護及び職業訓練受
講給付金を受けていないこと

　申請者等のいずれもが他の自治体に対し新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金（再支給）を申請して
いないこと

  偽りその他不正の行為によって新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金を受けたり、又は受けようとし
たときは、不当利得として返還すること

　新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金受給者（以下、単に「受給者」という。）が、常用就職に
伴い得られた収入が収入基準を超える場合、またそのことを報告しない場合

　支給決定後、受給者と受給者と同一の世帯に属する者（以下「受給者等」という。）が暴力団員と判明した
場合

　支給決定後、受給者等が、偽りその他不正な手段により、緊急小口資金又は総合支援資金（初回又は再貸
付）の申請を行ったことが明らかになった場合

　支給決定後、受給者等が他の自治体から新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金（初回又は再支
給）を受給した場合

　生活支援や、適正な公的給付等の実施に必要な範囲で、新型コロナウイルス感染症生活困窮者自立支援金受給者
の情報について、自立相談支援機関、福祉事務所、社会福祉協議会に提供すること。


